
財務比率の経年推移（2005～2015年度）

分　類 比　　　　率
基 本 金

基 本 金 要 組 入 額

固 定 資 産

自 己 資 金

固 定 資 産

自 己 資 金 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産

流 動 負 債

現 金 預 金

前 受 金

総 負 債

総 資 産

総 負 債 － 前 受 金

総 資 産

人 件 費

経 常 収 入

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

学 生 生 徒 等 納 付 金

経 常 収 入

寄 付 金

事 業 活 動 収 入

補 助 金

事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額

事 業 活 動 収 入

※小数点第１位（小数点第２位を四捨五入）まで記入。2014年度までは消費収支計算書、2015年度より 事業活動収支計算書により計算。
※2014年度までは消費収支計算書、2015年度より 事業活動収支計算書により計算。2015年度から分母を「帰属収入」を「経常収入」「事業活動収入」に変更。
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439.0%

26.0%

22.7%

60.6%

28.9%

5.9%

96.9% 97.3% 93.5%

固 定 比 率 79.5% 110.3% 136.0%

77.9% 87.9%

117.2%

427.0% 495.6%

2015年度

94.0%

113.6%

90.0%

244.2%

92.6% 93.7% 94.6%

2012年度 2013年度 2014年度

133.5% 128.1% 119.1%

88.6% 87.3%

112.8% 119.1% 118.5%

算 式 （ × １ ０ ０ ）

基 本 金 比 率 99.9% 91.3% 92.8%

2010年度 2011年度
区　　　　　　　　　　分

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

95.6%

293.4% 156.3% 168.8% 206.2%

90.6%

流 動 比 率 468.7% 370.7% 240.2% 215.6% 232.1% 249.9%

85.2% 83.6% 92.1% 94.4%固 定 長 期 適 合 率 65.8%

31.7% 32.2% 26.3% 29.0%

349.0%

総 負 債 比 率 24.2% 34.7% 40.5% 39.6% 37.8% 34.9%

465.0% 557.6% 269.7% 289.9%前 受 金 保 有 率 588.1% 655.8% 431.6%

60.6% 58.4%

25.4%

人 件 費 比 率 66.3% 67.7% 60.3% 69.7% 66.9% 65.3%

31.1% 28.1% 28.6% 22.8%負 債 率 19.7% 31.2% 36.9% 36.2% 34.6%

64.4% 54.1%

26.5% 29.9%

4.9%

-3.4% -28.7%

55.1%

28.3%

29.2% 31.2%教育研究経費構成比率 19.2% 17.0% 21.4% 25.3% 26.8% 25.5%

6.0% 6.7%管 理 経 費 比 率 7.3% 9.9% 7.0% 6.6% 5.2% 5.6% 5.8%

16.5% -14.0%

29.8% 31.6%

基 本 金 組 入 率 21.2% 15.7% 2.1% 0.9% 4.0% -2.7%

31.6% 28.8% 40.6%補 助 金 比 率 33.1% 36.7% 41.7% 31.5%

65.4% 62.7%

寄 付 金 比 率 1.6% 0.9% 1.9% 0.4%

学生生徒等納付金比率 61.4% 52.7% 53.0% 59.7% 63.5% 64.2% 66.0%

1.2% 1.0%0.5% 0.2% 0.7% 0.4%

 

【学校法人会計と企業会計の違い】 

 企業の目的が利益の追求に対し、学校法人の事業は基本的

に非営利事業であり、教育研究活動を目的としており、計算書

類は企業会計が経営成績を知り、事業活動の成果と財政状態

を開示することである。 

一方、学校法人会計は財務状況を正確に把握し、収支バラン

スを意識した経営を行うため、安定的、継続的に教育研究活動

が行われているか否かを知ることである。 

 企業会計は、「損益計算書」「貸借対照表」「キャッシュフロー

計算書」の計算書類の作成が必要とされ、学校法人会計基準

では、「資金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」「事業活

動収支計算書」「貸借対照表」の計算書類を作成することが義

務づけられている。 
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